
 

 

 

 

 

2024年 12月 27日 

各 位 

                        株式会社北洋銀行 

株式会社ユニオン様と 

「サステナブル経営支援ローン」の契約を締結しました 
 

北洋銀行（取締役頭取 津山 博恒）は、株式会社ユニオン様（北海道虻田郡倶知安町、代表取締役：

加藤 直己様）に対し、 「サステナブル経営支援ローン」（以下、本ローン）を実行しました。 

本ローンは、北洋銀行が提供する SDGs コンサルティングや、お客さまとの対話を通じて設定された重

要課題のうち、環境・社会・経済に好影響を与え得るもの、もしくは悪影響を抑制し得るものを「サステナビリ

ティ目標」と定義し、その有意義性について第三者からセカンドオピニオン※を取得する融資商品です。 

株式会社ユニオン様では、重要課題を「働きがいのある職場づくり」とし、重要課題に基づく目標・KPI を、

若手社員向けスキルアップ研修の定期開催や、有給休暇取得率 75％以上の維持、組織診断（従業員へ

のアンケートを通して組織の状態を可視化するエンゲージメント調査）の定期的な実施とすることで、サステ

ナビリティ経営を実践していきます。 

当行では今後も、ほくようサステナブルローン等を通じ、北海道を営業基盤とする金融機関として、環境・

社会面に前向きに取り組むお客さまを支援してまいります。 

 

※株式会社北海道共創パートナーズによるセカンドオピニオンは別紙をご参照ください。 

記 

【株式会社ユニオン様の概要】 

 

 

 

  

 

【契約記念の様子】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

以 上 

所 在 地 北海道虻田郡倶知安町南８条東２丁目１０番地 

代 表 者 加藤 直己様 

設 立 1984年 6月 

業 種 土木資材卸売 

北洋銀行グループは、2018 年 12 月「北洋 SDGs 宣言」 を表明し、地域の持続的成長

支援と社会的課題の解決に取り組んでおります。なお、SDGs に関連するプレスリリース

には、該当する SDGsのアイコンを明示しております。 

【SDGs】2015年の国連サミットで採択された、持続可能な世界を実現するための 2030年

までの国際目標。17のゴールと 169のターゲットで構成される。 

北洋銀行グループ経営理念：お客さま本位を徹底し、多様な課題の解決に取り組み、北海道の明日
あ す

をきりひらく 

 

 

左：株式会社ユニオン 

 代表取締役 加藤 直己様 

 

右：北洋銀行 

倶知安支店長 石田 恭太 
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株式会社 ユニオン 

ほくようサステナブルローン 

サステナブル経営支援ローン 

評価日：2024 年 12 月 27 日 

 

 

株式会社北海道共創パートナーズ 

 コンサルティング事業部 

 

本セカンドオピニオンは、株式会社 ユニオン(以下、「ユニオン」という)が北洋銀行の融資商品「サ
ステナブル経営支援ローン(以下、本ローン)」を利用するにあたり、株式会社北海道共創パートナーズ
（以下、「HKP」）が第三者の立場から発行するものである。 

本ローンは、お客さまの SDGs 経営とサステナビリティ目標に対し、第三者からの評価を取得し、融
資実行後においても北洋銀行との継続的な対話等を通じ、企業の持続性の向上を支援する商品である。 

 

1. 企業概要 
(1) 基本情報 

企 業 名 株式会社 ユニオン 

代 表 者 名 加藤 直己 

所 在 地 

• 本社 

北海道虻田郡倶知安町南８条東２丁目 10 番地 

• 札幌支店 

北海道札幌市白石区中央 2 条５丁目 1-19 加藤ビル 3 階 

資 本 金 4,800 万円 

従 業 員 14 名 (2024 年 10 月現在) 

業 種 建築材料卸売 

沿 革 

1984 年 6 月  

1988 年 8 月 

1997 年 11 月 

2003 年 8 月 

資本金 3 百万円にて設立 

資本金 20 百万円に増資 

資本金 48 百万円に増資 

札幌支店を開設 

 

(2) 経営・事業に関する考え方 

 ユニオンの事業価値は「ステークホルダーのニーズを最大限に満たすこと」にある。ステーク

ホルダーからの要望は「価格」「納期」「情報」「貢献」など多岐に亘る。同社はステークホルダー

それぞれの価値観に真摯に応えることを事業価値と定め、従業員に対しては「真のニーズを捉え、

ともに考え、最適なサービスを提供する行動」を求めている。 

事業運営においては、ユニオンの最も近いステークホルダーである「従業員」を大切し、従業

員が働きがいを持ち活躍できる職場環境をつくり、従業員の生活基盤となる「地域社会の発展」

と「自社の成長」を使命としている。 
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(3) 事業概要 

 ユニオンは主に土木資材を取り扱う商社である。道路関連の鋼材、コンクリート２次製品、農

業土木資材の取り扱いに強みを持ち、そのアイテム数は 1,000 を超える。 

 本社が所在する倶知安町は、日本屈指のスノーリゾートとして海外からの注目度は高く、ホテ

ルや商業施設、リゾート就業者向けの居住施設、新幹線の延伸、高規格道路の整備などの建設需

要が旺盛な地区である。同社は安定的な資材供給と蓄積された知見を活用した提案により、地域

の多様なインフラ整備需要に対して貢献している。また、札幌支店では大規模な公共プロジェク

トを主体に土木資材の供給を行っている。 

同社は創業以来、技術・工法に関する情報収集に注力しており、各メーカーと協力関係を築き、

様々な土木プロジェクトに最適な工法の提案により経営基盤を強化してきた。近年は、建設会社・

設計会社・施主の顧客に対して、BIM/CIM の活用に加え、3D プリンタにより制作した模型によ

るプレゼンテーションなど最新の技術を駆使した営業活動を行っている。 

 

 施工実績の一例 

 テクスパン工法によるアーチカルバート 

アーチ状のカルバート（地盤内に空間を作り水路などを通す構造物）。

プレキャストコンクリート施工により、工期短縮や高い経済性などの

メリットを有し、道路橋・河川橋など様々な土木現場で活用されてい

る。 

 

 鋼製スリットダム 

通水部にくし状の鋼管の格子状構造物を設けた砂防ダムの一種。大雨

などによる流木・土砂災害の軽減や、河床の過度な洗堀を防止する。ま

た、平時では魚類や動物の行動を阻害しないことから環境に優しいダ

ムとされる。 

 

 テールアルメ 

プレキャスト壁面材と鋼製ストリップの主要材料で構成。 

層状に敷設された鋼製ストリップと盛土材との間に働く相互作用(引

張抵抗及び摩擦抵抗)によって、盛土の安定が図られ、鉛直な補強土壁

を構築出来る。1975 年に国内導入後、約 1,100 万㎡を超え、補強土

壁の施工実績№1 を有する。 

 

 自発光式矢羽根セーフティメイト 

視線誘導の矢羽根。北海道などの積雪地域では道路と路肩の区別が付

かなくなるため、ドライバーへの車道範囲の明示や、除雪範囲の目印

などとして設置される。自発光式矢羽根は、センサーにより夜間や吹

雪などの視界不良時に発光することで有効に働くほか、ソーラー電池

によりメンテナンスフリーを実現している。 
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2. サステナビリティ方針と活動 
(1) サステナビリティ方針 

ユニオンは「持続可能な開発目標（SDGs）」に賛同するとともに、事業活動を通じて SDGs の達

成に貢献するため、2022 年 6 月に「株式会社 ユニオン SDGs 宣言」を策定している。この宣言で

は「働きがいのある職場づくり」「環境への配慮」「コンプライアンス体制の確立」「地域貢献」の 4

つのテーマを設け、環境・社会・経済に好影響を与える様々なサステナビリティ活動を行っている。 

 

 

 ユニオン SDGs 宣言 

 

  

出所：ユニオン提供資料 
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(2) サステナビリティ活動 

① 環境面での活動 

 ユニオンの事業活動における環境負荷の大半は「商品配送」に起因する。同社では「商品配

送」の大半を外注（チャーター便）としているため、チャーター便の効率化により環境負荷の

低減に取り組んでいる。担当者間において納品スケジュールを共有・管理することで、配送区

域・配送時期の調整を図り、最低限のチャーター数で配送し、環境負荷の低減とコストの削減

を実現している。また、脱炭素経営の観点では、営業用車両を 100％ハイブリットカーとする

など積極的に取り組みを行っている。 

 ユニオンは地域のインフラを支える企業として従業員に対し、事業活動により生じる様々な

環境負荷（資源利用や温室効果ガスの排出、廃棄物の発生など）を抑制するための環境教育・

エコ活動の啓発に注力することで、会社を挙げて脱炭素経営を推進している。 

 

② 社会面での活動 

 ユニオンは SDGs 宣言の第一のテーマに「働きがいのある職場づくり」を掲げている。 

同社は、事業運営において「従業員」を最も大切にすべきステークホルダーと捉えており、

「働きがいのある職場づくり」を SDGs への貢献とサステナブル経営の重要課題（マテリアリ

ティ）と定めている。 

 

・従業員のキャリア開発支援 

土木施工管理技士をはじめとした資格取得の支援を積極的に推進している。資格取得の受験

費用や講習会の参加費用は会社が全額を負担し、従業員の自己研鑽を促すために講習会等への

参加は勤務時間においても可能としている。また、資格取得者に対しては、難易度に応じた資

格手当を支給することで、モチベーションの向上を図っている。 

 

・ワークライフバランス 

有給休暇の取得奨励と労働時間の管理を徹底することでワークライフバランスの充実に努め

ている。有給休暇の取得においては、2024/5 期実績で有給休暇取得率 89％と極めて高い水準

を実現しており、取得率 100％の社員も存在する。 

労働時間の管理では、固定残業代を 30 時間まで支給する一方で、従業員に対しては残業時

間を原則 20 時間までとするように指導を徹底している。残業が 30 時間超となる場合は、支店

長決裁を必要とすることで、過重労働を抑制する仕組みを整備している。 

これらの取り組みを支えるための体制として、社員の属人性を排し、業務の互換性を持たせ

るためのジョブローテーションをはじめとした取り組みを行っている。  
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3. サステナビリティ目標の設定 
本ローンの取り組みにあたり、以下の重要課題の達成に向けたサステナビリティ経営の目標・KPI

を設定した。 

 

(1) サステナビリティ目標の設定 

重 要 課 題 働きがいのある職場づくり 

ワークライフバランスの更なる充実と役職員の能力開発の推進 

取 組 内 容 ① 若手社員のスキルアップ 

② ワークライフバランスの充実 

③ 従業員のエンゲージメント向上 

設定した目標・KPI ① 2025 年度より若手社員を対象として、外部講師による勉強会・セミナー・

講習会などを年間４回開催する 

② 有給休暇取得率 75%以上を維持する 

③ 2024 年度において全従業員を対象とした組織診断・分析を実施、以降、定

点観測によりエンゲージメントの向上を図る 

貢 献 す る S D G s  

 

 

 

 

サステナビリティ目標の有意義性 

 本ローンの組成にあたり、「働きがいのある職場づくり」というユニオンのマテリアリティの

もと、ワークライフバランスの充実と役職員の能力開発を推進するための目標・KPI を設定した。 

ユニオンが本社を置く岩内エリアの有効求人倍率は 1.54 倍と全道（1.0 倍）、全国（1.17 倍）

に対して高い水準にある。一方で、総人口に占める生産年齢人口の比率は、全道平均の 57.0%

に対して倶知安町では 66.9％と高く、他のエリアと比較して高齢化の進行が緩やかであり、一

定の労働供給力が認められる地区である。北海道の各地は労働力不足を主因に有効求人倍率が

高い傾向にあるが、倶知安地区は一定の労働力の供給は期待できるものの、ニセコを中心に開

発投資が盛んな状況にあることを背景に人材確保の競合が激しく有効求人倍率が状況にあると

考えられる。したがって北海道内の他のエリアは構造的に人材確保が困難な状況にあるが、倶

知安地区においては「魅力のある職場づくり」を推進することが人材確保において有効な対策

であり、最も優先すべき取り組みと定めている。 

  

出所：北海道、北海道労働局の統計資料から HKP 作成 
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以下、本ローンのサステナビリティ目標の有意義性を見ていく。  

 

① 若手社員のスキルアップ 

 個性尊重の時流を背景に、新人・若手社員は、「心理的安全性」が担保された環境を求め、

仕事をするうえで「成長」「貢献」「専門性」を重視する傾向にある。新人・若手社員が自己

の能力を発揮し成長するためには、失敗を恐れずに学べる環境ならびに機会を作ることが重

要である。若手職員のスキルアップと定着に資する内容として、目標・KPI は有意義といえ

る。 

 

 仕事をする上で重視すること 

 

 

 

 

  

出所：リクルートマネジメントソリューションズによる「新入社員意識調査 2024」 
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② 有給休暇取得率 75%以上を維持する 

 政府は 2025 年までに「年次有給休暇の取得率を 70％以上とする」ことを目標に掲げて

いるが、厚生労働省「就労条件総合調査（R5）」における「卸売・小売業」の年次有給休暇

取得率は 55.5%と政府目標との乖離が大きく改善への取り組みを要する状況にある。 

ユニオンでは、これまで積極的な有給休暇取得の奨励と労務管理の徹底により 2024/5 期

の有給休暇取得率は 89%と極めて良好な水準を達成しているが、この良好な水準を維持し

ていくため目標を設定した。有給休暇取得率 75％以上の維持は、上述した政府目標を超え

るとともに業界水準を大きく超え、ワークライフバランスの充実による働きがいのある職場

づくりに繋がるものであり、目標・KPI は有意義といえる。 

 

  

出所：厚生労働省「就労条件総合調査（R5）」 
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③ 従業員エンゲージメントの調査（組織診断） 

 ユニオンは全従業員を対象としたエンゲージメント調査の開始と継続的な測定により、人

材育成と多様な働き方の体制整備を推進する。 

「従業員エンゲージメント」の調査は、仕事に対する意欲・満足度を把握し、組織の健全

な成長を促進する有効な手段である。調査を通じて得られたデータは、従業員のニーズを理

解し、改善策を講じるための貴重な指針となる。 

従業員が自分の意見を反映できる機会の提供はエンゲージメントの向上が期待できる。従

業員の満足度が高い要素、満足度の低い要素を把握・分析することで、必要な改善策の検討

が可能となる。職場環境の改善、キャリア支援、コミュニケーション強化など、従業員が働

きやすい環境は、生産性、定着率、顧客満足度、利益率にポジティブな影響を与え、企業の

競争力を高める重要な要素である。 

従業員エンゲージメントの向上は、従業員の成長機会の提供や組織活性化ならびに、働き

がいと心身の健康を維持・増進に寄与することから、目標・KPI は有意義である。 

 

以 上 
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株式会社北海道共創パートナーズ 会社概要 
 

名  称 株式会社北海道共創パートナーズ 

本社所在地 

〒060-0042 

札幌市中央区大通西３丁目 7 番地 北洋大通センター13 階 

代表 TEL：011-596-7814 

資 本 金 4,950 万円 

株  主 株式会社北洋銀行  

代 表 者 代表取締役社長 岩崎 俊一郎 

事 業 内 容 

①経営に関する問題点の調査・分析、改善案の企画・立案 

②企業戦略の立案、システムの構築および事業承継およびＭ＆Ａに関する支援 

③人材育成のための研修業務 

④有料職業紹介事業（許可番号 01 ユ-300467） 

⑤投資事業組合財産の運用及び管理 

⑥株式、社債又は持分その有価証券に対する投資業務 

⑦前各号に付帯関連するコンサルティング業務 

⑧前各号に付帯関連する一切の業務 

沿  革 

2015 年 8 月 株式会社日本人材機構 設立 

2017 年 9 月 株式会社日本人材機構と株式会社北洋銀行の共同出資により 

株式会社北海道共創パートナーズ設立 

コンサルティング事業とプロフェッショナル人材のシェアリング 

事業を開始 

2018 年 10 月 有料職業紹介事業の許可を取得し、人材紹介事業に参入 

2020 年  4 月 株式会社北洋銀行が株式会社日本人材機構の保有する株式を 

取得し、100%子会社化 

株式会社北洋銀行から M&A 事業を移管 

2023 年 4 月 経営コンサルティング事業の中の補助金コンサルティングを 

補助金事業部として事業部化 
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留意事項 
 

本文書は、貸付人が借入人に対して実施する「サステナブル経営支援ローン」に際し、借入人の SDGs

経営とサステナビリティ目標の有意義性に対する第三者意見を述べたものです。 

本文書に記載された情報は、現時点で入手可能な公開情報、借入人から提供された情報や借入人へ

のインタビューなどで収集した情報に基づいて、現時点での状況を評価したものであり、当該情報の

正確性、実現可能性、将来における状況への評価を保証するものではありません。 

HKP は当文書のあらゆる使用に起因して発生する全ての直接的、間接的損失や派生的損害について

は、一切義務または責任は負わないものとします。 

本文書に関する一切の権利は HKP に帰属します。HKP の事前の許諾無く、本文書の全部または一

部を自己使用の目的を超えて使用すること（複製、改変、翻案、頒布等を含みます）は禁止されてい

ます。 

 

【独立性】 

HKP は、北洋銀行グループに属しており、北洋銀行および北洋銀行グループ企業との間および北洋

銀行グループのお客さま相互の間における利益相反のおそれのある取引等に関して、法令等に従い、

お客さまの利益が不当に害されることのないように、適切に業務を遂行いたします。 

 また、本文書にかかる調査、分析、コンサルティング業務は北洋銀行とは独立して行われるもので

あり、北洋銀行からの融資に関する助言を構成するものでも、資金調達を保証するものでもありませ

ん。 

 

【第三者性】 

借入人と HKP との間に利益相反が生じると考えられる資本関係及び人的関係などの特別な利害関

係はありません。 

 

 


